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金曜日は麻木久仁子＆二木啓孝のコンビでお送りします。


きょうのテーマは・・・

『同一資本が新聞や放送局など複数のメディアを傘下に置く「クロスオーナーシップ」。
　原口総務大臣が検討する、クロスオーナーシップの規制に賛成？反対？』

●さて、今夜は新聞がほとんど報じていなかった「クロスオーナーシップ」についての議論をしていこうと思います。
●クロスオーナーシップとは、解りやすく言うと「新聞社によるテレビ局への出資」。
　→読売新聞が日本テレビ、朝日新聞がテレビ朝日、日経新聞がテレビ東京など
　→ちなみに、ＴＢＳは過去には毎日新聞からの出資を受けていましたが、毎日新聞の株式売却などによって、現在、出資はほとんどない状態。
●総務省令では、特定の企業が複数の放送局を支配しないように株式の保有比率を制限しています。（マスメディア集中排除原則と呼ばれる）
●目的は放送による表現の自由をできるだけ多くの事業者に確保する事。

●で、原口総務大臣は先週木曜日に外国特派員協会で開かれた講演で、事実上新規参入がないとされる放送業界についてこんな発言をしました…。
●「クロスメディアの禁止。つまりプレス（新聞）と放送が密接に結びついて言論を一色にしてしまえば、そこには多様性も民主主義の基である批判も生まれない」と述べて、クロスオーナーシップ規制の法制化する意向を表明。
●放送行政担当の総務大臣が、クロスオーナーシップの規制を明言するのは初めて。

○ただ、原口大臣は「日本は新聞社主導で放送局を育ててきた経緯がある。
　放送局自体の経営が厳しい中で規制をして、ジャーナリズム自身が死ぬことがあってはならない」とも述べています。
○ちなみに、在京キー局５社の２００９年９月期決算は、全ての局で減収。
○営業利益の５社の合計額は２８４億円で４年前の４分の１の規模。

▼このクロスオーナーシップの弊害は、新聞がテレビを批判する、テレビが新聞を批判する発言をしにくくなる事や情報操作がしやすくなる事が挙げられます。
▼また、新聞以外の資本を持つ新規参入希望者を排除する原因とも。
▽一方で、先ほども言ったようにメディアの経営基盤は弱体化、ジャーナリズムが存続できるのか？という懸念も…。

※ちなみに・・・

■原口大臣の発言…■
・先週水曜日、文化通信社のインタビューに応じて、「新たなメディアを阻害する既得権益は徹底的に壊していく。そうした意味から、民主党の政策集にはクロスメディア所有の是非も含めたマスメディア集中排除原則の見直しを明記した」と述べた。
・先週木曜日、外国特派員協会で「法文化したい」と発言。
　→大手マスコミは原口大臣の発言を取り上げず…。
・先週金曜日、総務省で定例会見。新聞やテレビの記者からクロスオーナーシップへの質問が出ない中、神保哲生さんが運営するネットメディア「ビデオニュース・ドットコム」のカメラマンが質問。
・「言論が一色になると、そういうことはジャーナリズムの世界ではあってはならない」とクロスオーナーシップ禁止の目的を説明。
・今週月曜日の閣議後の会見でクロスオーナーシップ規制の導入の検討を表明。
　→大手マスコミはこの発言を報道した。

■今回の件で…■
・今後は、総務省の作業部会や通信、放送の行政を担う独立行政機関について話し合っている有識者フォーラムで議論を進める。
・総務省は放送法などに関係する法体系を抜本的に見直す融合法制をこの通常国会に提出する。

■総務省令では…■
・一企業が放送局の１０％を超える株式を持つ場合、同一地域で別の放送局の１０％を上回る株式は持てない。異なる地域でも、複数の放送事業者に対して２０％以上の株式を持つことはできないとされている。
・ちなみにアメリカでは１９２０年代から同一資本による新聞社とテレビ・ラジオ局の所有を禁止。

☆後ほど、バトルトークのコーナーからはビデオジャーナリストの神保哲生（じんぼう・てつお）さんをお迎えします。
☆それから、メディア問題にくわしい、立教大学教授の服部孝章（はっとり・たかあき）さんにもお電話でお話を伺います。

★今夜のテーマです。
『同一資本が新聞や放送局など複数のメディアを傘下に置く「クロスオーナーシップ」。
　原口総務大臣が検討する、クロスオーナーシップの規制に賛成？反対？』

たくさんのアクセスお待ちしています！
